
≪基本方針　５　健康で安全な環境を育むまち　（良好な生活環境の保全）≫
≪基本目標(1)　さわやかな大気環境を保全します≫
【数値目標】

【施策の実施状況】

大気汚染常時監視
設備整備事業

大気汚染常時監視に必要な測
定機器の整備（更新）を計画
的に行い、大気の汚染状況を
監視する。

○オキシダント自動測定記録計（谷山支所
局）更新

○二酸化硫黄・浮遊粒子状物質自動測定記録
計（喜入局）更新

○窒素酸化物自動測定記録計（谷山支所局）
更新

環境保全課

光化学オキシダン
ト及びＰＭ2.5に関
する県との連携に
よる広域監視体制
の強化

「鹿児島県光化学オキシダン
ト緊急時措置要綱」等に基づ
く情報伝達に係る手順及び周
知体制を確認するため、県が
各市町と合同で実施する訓練
に参加する。

○県の要綱に基づく情報伝達に係る手順及び
周知体制を確認するため、県が各市町と合同
で実施した訓練に参加した。

環境保全課

大気保全対策事業 酸性雨の実態を調査する。
市役所と保健急病センターの屋上で雨水を集
め、週に1回測定を行った。

環境保全課

大気保全対策事業
工場・事業場の監視、規制、
指導を行う。

ばい煙発生施設のばい煙測定を行った。 環境保全課

大気保全対策事業
悪臭を発生する事業者への規
制、指導を行う。

悪臭発生事業者への立ち入り調査や臭気測定
を行った。

環境保全課

エコドライブの推
進

エコドライブシミュレーショ
ン機器を使用して多くの市民
にエコドライブを体験しても
らうことで、エコドライブの
普及促進を図る。

・エコドライブ体験コーナーの利用促進
・JAF及び鹿児島県環境技術協会との共催によ
るエコドライブ講習会
〔開催日〕10/28

環境政策課

アイドリングス
トップ運動

鹿児島市環境保全条例に基づ
き、500㎡以上の駐車場設置
者等の看板等によるアイドリ
ングストップ周知、市民のア
イドリングストップの推進を
図る。

市民のひろば、公害防止事前協議を通じて、
市民や事業者にアイドリングストップの取組
を周知した。
県が所有している施設の管理者に対してアイ
ドリングストップの周知を通知した。

環境保全課

アイドリングス
トップ等の徹底

アイドリングストップ等を活
用し、エコドライブに努める
ことにより、燃料費の削減を
図る。

乗務員全体研修にて改めてアイドリングス
トップ機能の操作研修（対象車を限定）を実
施し、12月を「アイドリングストップ強化月
間」として設定して、出庫の際に呼びかけを
徹底するとともに、入庫の際には実施状況の
確認を個々から聞き取りを行い、乗務員一人
一人の意識改革に繋げる取り組みを行った。

バス事業課

基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 29年度実績 関係課

⑴
　
さ
わ
や
か
な
大
気
環
境
を
保
全
し
ま
す

現況値 現況値 目標値

平成22年度 平成29年度 平成33年度

22
大気の汚染に係る
環境基準達成率
（二酸化窒素）

％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

23
大気の汚染に係る
環境基準達成率
（一酸化炭素）

％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

No. 項目 単位
平成33年度

目標値に対する
達成状況

評価 関係課
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≪基本方針　５　健康で安全な環境を育むまち　（良好な生活環境の保全）≫
≪基本目標(2)　良好な水環境を保全します≫
【数値目標】

【施策の実施状況】

水質汚濁防止対策
事業

工場・事業場の排水を調査す
る。

工場・事業場への排水規制を行い、特定事業
場等への立入検査等を行った。

環境保全課

水質汚濁防止対策
事業

・生活排水対策の広報啓発を
行う。

○水環境保全啓発チラシの配布を行った。
○小学生とその家族を対象に水環境保全に関
するセミナーを実施した。
○本庁・各支所の石けん展示コーナーでの石
けん製品の常設展示を行った。
○石けんを各種イベント時に配布した。

環境保全課

河川汚濁事故対策
河川水質保全の広報・啓発に
努める。

市ホームページ等を通じて、市民や事業者に
油や塗料等の適正な使用、廃棄等の周知を
行った。

環境保全課

公共用水域の監
視・調査

市内の河川水質調査を行う。
6河川及び市内を流れるその他の2級河川の水
質調査を行った。

環境保全課

地下水使用状況の
調査

環境保全条例に基づく地下揚
水量等を把握する。

環境保全条例に基づく地下水揚水量報告によ
り、本市の地下水利用の実態を把握した。

環境保全課

浄化槽整備補助事
業

公共用水域の水質汚濁防止等
を図るため、単独処理浄化槽
や汲取り便槽から合併処理浄
化槽への設置換えを行う市民
等に対して助成する。

合併処理浄化槽の設置者に対し補助金を交付
した。
〔設置基数〕185基
・単独処理浄化槽から転換：93基
・汲取り便槽から転換：90基
・その他設置のみ：2基

環境保全課

浄化槽関係管理・
指導事業

浄化槽設置者、工事業者、維
持管理業者、使用者に対する
指導を行い、河川等の水質汚
濁防止及び生活環境改善に寄
与する。

浄化槽の設置（建築確認申請を伴うものを除
く）、維持管理に関する業務を行った。
・浄化槽設置届の審査・現地調査（建築確認
申請を伴うものを除く）
・浄化槽工事の完了検査（建築確認申請を伴
うものを除く）
・維持管理の徹底指導
・法定検査結果に係る改善指導

環境保全課

湾内への流入河川
及び海域調査

河川及び海域の水質調査を行
う。

6河川及び市内を流れるその他の2級河川の水
質調査を行った。

環境保全課

浄化槽設置の事前
協議

浄化槽設置の事前協議等の審
査を行う。

浄化槽の設置に関する業務（新築等に限る）
を行った。
・浄化槽事前協議等の審査（809件）
・浄化槽工事の完了報告又は完了検査（473
件）

建築指導課

水の適正利用につ
いての指導・啓発

水の有効利用に対する周知
「水の週間」にあわせて、国・県などと連携
をとりながら、ポスター掲示などにより水の
有効利用に対する周知を行った。

政策推進課

調整池及び河川、
水路の清掃・美化

調整池及び水路等の浚渫のほ
か、調整池及び河川、水路等
の除草を行う。

調整池及び水路等の浚渫や調整池及び河川、
水路等の除草を行った。

河川港湾課
谷山建設課
道路建設課

基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 29年度実績 関係課

⑵
　
良
好
な
水
環
境
を
保
全
し
ま
す

現況値 現況値 目標値

平成22年度 平成29年度 平成33年度

24 水質保全目標達成率 ％ 95 100 100 100% Ａ 環境保全課

評価No. 項目 単位
平成33年度

目標値に対する
達成状況

関係課
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≪基本方針　５　健康で安全な環境を育むまち　（良好な生活環境の保全）≫
≪基本目標(2)　良好な水環境を保全します≫

個人住宅雨水貯留
施設等設置助成事
業

市域内の個人住宅において、
雨水貯留施設等を設置する者
に助成金を交付することで、
雨水の流出抑制を推進し、都
市型水害の軽減を図るととも
に、雨水利用の促進及び地下
水のかん養に寄与する。

個人住宅雨水貯留施設等設置の助成事業を実
施した。

河川港湾課

河川水路維持事業
河川水路施設（調整池、水路
等）の浚渫・清掃等を行い、
河川水路の環境美化を図る。

団地の調整池や水路等の浚渫、河川の護岸除
草を実施した。

河川港湾課
谷山建設課
道路建設課

漁場環境の保全・
汚染防止の指導

県の魚類養殖指導指針を順守
するよう指導を行う。

県の魚類養殖指導指針を順守するよう指導し
た。

生産流通課

飲食店など食品及
び生活衛生関係業
者の排水対策指
導、広報・啓発

食品及び生活衛生関係法令に
基づき、廃棄物及び排水を適
切に処理するよう指導する。

食品及び生活衛生関係業者への監視指導の中
で指導、広報・啓発に努めた。

〔監視件数〕 9,211件

生活衛生課

万之瀬川水源基金
への助成

万之瀬川水源基金への助成 万之瀬川水源基金への助成（7,785千円）
水道局
総務課

河川汚濁の事故処
理

河川への油流入対策
油流入事故が発生したため、活性炭吸着処理
を行った。

配水管理課

水道水源上流域の
監視調査

水道水源上流域の監視調査 毎月、監視及び水質調査を実施した。 配水管理課

河川上流域の事業
場排水対策

水源上流の事業場等の水質保
全についての指導及び要請

浄水場の取水口より上流域の工場や事業場へ
河川水質保全を文書で依頼した。
（110事業場）

配水管理課

公共下水道の計画
的整備

快適な生活環境の確保を図る
ため、市街化区域内の未整備
地区の計画的な整備や、他事
業の進捗に合わせた計画的な
整備を行う。

汚水管路施設の計画的な整備を行った。 下水道建設課

公共下水道への接
続の指導・啓発

公共下水道の目的を達成する
ため、整備済の地域において
接続の勧奨を行う。

・毎月、職員及び水洗化普及促進員が市処理
区域内の未水洗家屋に対して公共下水道への
接続勧奨を行った。〔訪問件数：5,678件〕
・9月10日の「下水道の日」に関連して、29年
度整備地区の吉野・清和地区と低宅地住宅の
未水洗家屋に対して接続勧奨を行った。〔訪
問件数：382件〕
・「下水道展かごしま」、「消費生活エキス
ポかごしま」において啓発を行った。

下水道管路課

⑵
　
良
好
な
水
環
境
を
保
全
し
ま
す

関係課
基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 29年度実績
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≪基本方針　５　健康で安全な環境を育むまち　（良好な生活環境の保全）≫
≪基本目標(3)　化学物質による環境汚染を防止します≫
【数値目標】

【施策の実施状況】

水質汚濁防止対策
事業

河川の常時監視
環境基準点及び補助地点において、水質調査
を行った。

環境保全課

大気保全対策事業
有害大気汚染物質による汚染
状況の実態を把握する。

一般大気汚染測定局の市役所局において、有
害大気汚染物質モニタリング調査を行った。

環境保全課

大気保全対策事業

有害大気汚染物質のうち人の
健康に係る被害を防止するた
め、その排出又は飛散を早急
に抑制しなければならないも
ので大気汚染防止法施行令で
定められた施設を設置するも
のに対し、規制を行なうこと
で、大気環境の保全を推進す
る。

公害防止事前協議などで施設設置が判明した
際は、設置前に指導等を行った。

環境保全課

化学物質の適正な
使用・保管及び廃
棄の指導

PRTRに関する届出受付業務
ＰＲＴＲ法に基づき、対象化学物質に関する
届出受付業務を行った。

環境保全課

廃棄物適正処理指
導事業

市ホームページ等を通じて、
特別管理産業廃棄物の適正処
理について啓発を行うととも
に、ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の保管事業所に対して、保
管状況等の届出を求めるとと
もに、適正保管の指導を行
う。

○PCB廃棄物保管及び処分状況等届出書　133
件

○PCB廃棄物等保管事業所への立入調査及び
　指導の実施　　2件

廃棄物指導課

下水道法に基づく
立入検査

下水道処理区域内の規制対象
事業場について、排水の水質
検査及び除害施設の適正な運
転を指導することにより、環
境への負荷を軽減する。

規制対象事業場に対し、水質試験を実施し
た。また、処理の安定していない事業場につ
いては、除害施設の適正な運転について指
導・助言を行った。
【水質試験数】229回
【事業場立入回数】320件

下水処理課

化学物質の適正な
使用・保管及び廃
棄の指導

下水道処理区域内の有害化学
物質使用事業場に対して、薬
品の使用状況や廃液等の処分
状況を調査し、使用・保管・
処分について適正に指導する
ことにより、有害化学物質が
下水道へ流出する事故を防止
する。

有害化学物質使用事業場に対し、有害化学物
質の使用状況・処分方法の聞き取りを行い、
適正な使用・保管・処分方法を指導した。

【指導件数】9件

下水処理課

基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 29年度実績 関係課

⑶
　
化
学
物
質
に
よ
る
環
境
汚
染
を
防
止
し
ま
す

現況値 現況値 目標値

平成22年度 平成29年度 平成33年度

25
ダイオキシン類の
環境基準達成率

（大気）
％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

26
ダイオキシン類の
環境基準達成率
（河川水質）

％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

27
ダイオキシン類の
環境基準達成率
（河川低質）

％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

28
ダイオキシン類の
環境基準達成率
（地下水質）

％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

29
ダイオキシン類の
環境基準達成率

（土壌）
％ 100 100 100 100% Ａ 環境保全課

関係課No. 項目 単位
平成33年度

目標値に対する達
成状況

評価

37



≪基本方針　５　健康で安全な環境を育むまち　（良好な生活環境の保全）≫
≪基本目標(4)　騒音のない環境を保全します≫
【数値目標】

【施策の実施状況】

騒音振動防止対策
事業

一般環境地域10地点において
騒音調査を行う。

一般環境地域10地点において騒音調査を行っ
た。

環境保全課

騒音振動防止対策
事業

騒音・振動の特定施設設置届
出等提出時に騒音・振動防止
について指導する。

騒音・振動の特定施設設置届出等提出時に騒
音・振動防止について指導した。

環境保全課

騒音振動防止対策
事業

道路に面する地域において騒
音調査を行う。

道路に面する地域において騒音調査を行っ
た。

環境保全課

騒音防止啓発
事業者等に騒音防止のパンフ
レットを配布し、騒音防止の
啓発を図る。

事業者等に騒音防止のパンフレットを配布
し、騒音防止の啓発を図った。

環境保全課

舗装新設改良事業
舗装路の新設改良により、騒
音・振動の軽減を図る。

交通量の多い路線等において、低騒音効果の
ある排水性舗装を行った。
・小松原山田線　ほか3線

道路建設課
谷山建設課

⑷
　
騒
音
の
な
い
環
境
を
保
全
し
ま
す

関係課基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 29年度実績

現況値 現況値 目標値

平成22年度 平成29年度 平成33年度

30
騒音に係る

環境基準達成率
（昼間）

％ 100 91.1 100 91.1% Ａ 環境保全課

31
騒音に係る

環境基準達成率
（夜間）

％ 100 91.3 100 91.3% Ａ 環境保全課

No. 項目 単位
平成33年度

目標値に対する
達成状況

評価 関係課
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